
事業番号 - - -

（ ）

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　/ - -

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

775/40 -

40 - -

当初見込み 件 - - 25 - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円

- -

委託費執行額／委託件数

- - 19 -

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 - -

活動内容
（アクティビ

ティ）

実施大学等（国公私立大学・短大、高専）が他大学、地方公共団体、企業、経済団体等と連携し、企業や地域の実情に応じたリカレントプログ
ラムを開発・実施するとともに、オンライン授業等に必要な環境を整備する。さらに、ハローワーク等と連携し、受講者の就職・転職支援を行う。
また事業の成果等について調査分析を行う。

企業や地域の実情に応じ
たリカレントプログラムの開
発・実施及び受講者の就
職・転職

講座実施委託件数
活動実績 件

主な増減理由

- - - -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - #DIV/0!

執行率（％） - - 64%

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

非正規雇用労働者・失業者、希望する就職ができていない若者等の支援として、全国の大学等を中心とした連携体制において、即効性があり、かつ質の高い
リカレントプログラムの発掘・開発を行い、オンラインと対面を組み合わせ集中的に提供する体制を整えることにより、全国のリカレント教育のニーズに応え、
円滑な就職・転職を促す。具体的には、実施大学等（国公私立大学・短大、高専）が他大学、地方公共団体、企業、経済団体等と連携し、企業や地域の実情
に応じたリカレントプログラムを開発・実施するとともに、オンライン授業等に必要な環境を整備する。さらに、ハローワーク等と連携し、受講者の就職・転職支
援を行う。また事業の成果等について調査分析を行う。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 0 820.8

計 0 0 1,280 0 0

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策
（令和2年12月8日　閣議決定）
経済財政運営と改革の基本方針2021
（令和３年６月18日閣議決定）
成長戦略実行計画2021（令和３年６月18日閣議決定）
成長戦略フォローアップ（令和３年６月18日閣議決定）

翌年度へ繰越し - ▲ 1,280 - -

-

令和5年度要求

当初予算 - - - - -

補正予算 -

- - 1,280 -

事業名 就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業 担当部局庁 総合教育政策局 作成責任者

事業開始年度 令和2年度
事業終了

（予定）年度
令和3年度 担当課室

2022 文科 21 0030

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 - 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

新型コロナウイルス感染症の影響により、雇用構造の転換が進展する中で、新たな能力を身に付け、自己のキャリアアップに繋げるために非正規雇用労働
者・失業者への支援が必要であることから、就職や転職を支援するためのリカレント教育を、大学等を活用して推進する。

生涯学習推進課
生涯学習推進課長
神山　弘

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
‐

関係する
計画、通知等



○
補正予算成立後、公募を行うに当たって費用対効果を踏ま
えた単価の見直しを実施した。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ×

契約時及び委託費の額の確定手続きにおいて、費目・使途
の内容を厳正に精査しており、支出の合理性・必要性につい
て適切にチェックしているが、一部の受託先において、オンラ
イン授業の活用による旅費や借損料の不用等が発生してい
る。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

補正予算成立後、公募を行うに当たって費用対効果を踏ま
えた単価の見直しを実施したことによる契約金額の減少、オ
ンライン授業の活用による旅費や借損料の不用の発生、募
集期間を長めに確保したり、コロナ禍によるカリキュラムの変
更により、当初想定していた外部講師ではなく、学内の講師
での授業の対応になったことによる人件費の削減、大学全
体のオンライン授業の進展に応じたオンライン設備等の設備
備品費の削減等が不用発生の主な理由となっている。

‐ -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
費目・使途の精査を行った上で契約を締結しており、単位当
たりコスト等の水準は妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
経費の執行については、事業年度ごとに実績報告書等にお
いて、支出先・使途の把握、経費の使用状況等の確認に努
めている。

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 1　新しい時代に向けた教育政策の推進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 支出先の選定に当たっては、複数者による企画競争を行
い、外部有識者による審査を実施しており、支出先の選定方
法は妥当である。一部の委託先と再委託先との契約につい
ては、再委託先のこれまでの成果や実績から、当該者に委
託することが最も効果的である等の理由から競争性のない
随意契約となっている。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

本事業は、社会・地域ニーズを踏まえて、大学等が労働部局
等と連携して実施する就職・転職希望者の就職等に資する
学びの機会の充実を図るものであり、社会のニーズを反映し
ている。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
本事業は、モデル開発により得られた成果を全国へ普及す
ることを目的の一つとしているため、地方や民間が個別に行
うものではなく、国が総合的に推進していく必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
本事業は、社会人の学びの機会の充実を図るものであり、
社会の変化に応じた多様な学習ニーズに応える学習機会を
充実させるという達成目標を実現する主要な事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/report_211223_2.pdf

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kanseisk02-000019646_1-
4.pdf

該当箇所 達成目標３（施策目標1-4-6、1-4-7）

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： 文教・科学技術 １．少子化の進展を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
プログラム実施校への調査

- - -

目標値 ％ -

- - - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 3

80
開設講座の受講者の就職・
就業率が80%以上となる

受講者の就職・就業率
（（就職・転職した人+すでに
働いている人）/開設講座
受講者）
「※前年度の実績はプログ
ラム実施校への調査に基
づき９月頃確定後、記載予
定」

成果実績 ％ - -

達成度 ％ -

年度

- 80 -

1-4 生涯を通じた学習機会の拡大

５－３．リカレント教育の推進



予
定
通
り

終
了

引き続き社会人の就職・キャリアアップを支援すべく、成長分野を中心とし、予算規模を拡大した新規事業の概算要求を行う。また、本事業におけ
る受講者の就職・就業状況等を把握し、社会人の学びのポータルサイト「マナパス」等を活用した優良事例の周知を行う。

備考

「就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業 」概要資料
https://www.mext.go.jp/content/20210309-mxt_syogai03-000012147-7.pdf

「就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業 」各プログラム内容
https://www.mext.go.jp/content/20211026-mxt_syogai03-000012147_1.pdf

「就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業 」成果報告書
https://www.mext.go.jp/content/20220427-mxt_syogai03-000012147_8.pdf

社会人の大学等での学びを応援するサイト「マナパス」特設ページ
https://manapass.jp/sp/012/covid-19shien/

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。
「※前年度の実績はプログラム実施校への調査に基づき９
月頃確定後、記載予定」

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

本事業は、就職や転職を支援するためのリカレント教育を、
大学等を活用して推進することを図るものであり、他の手段・
方法等と比較して、より効果的な事業である。また、公募を
行うに当たって費用対効果を踏まえた単価の見直しを実施
する等、低コストでの実施に努めた。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 見込みを上回る委託件数となった。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

受託大学等のプログラム内容や事業の成果等について調査
分析を行った企業が作成した事業報告書を文部科学省HP
において公表するとともに、各大学等のプログラムの成果や
取組内容を文部科学省が委託事業として運営するポータル
サイト「マナパス」において紹介する等、成果の活用を行って
いる。

事業名事業番号

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

終
了
予
定

この事業は当初計画に基づき、令和３年度をもって予定通り終了。
今後は、成果指標の一層の工夫について留意しつつ新たな事業を構築すべきである。
本事業により得られた成果については適切に活用すること。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

本事業は、新型コロナウイルス感染症の影響により、雇用構造の転換が進展する中で、新たな能力を身に付け、自己のキャリアアップに繋げ
るために非正規雇用労働者・失業者への支援が必要であることから、就職や転職を支援するためのリカレント教育を、大学等を活用して推進
するものである。講座実施委託件数については目標を上回り、40大学においてプログラムの開発・実施及び就職支援が行われた。また、各大
学の取組内容や成果を文部科学省HPや社会人の学びのポータルサイト「マナパス」において公表することによって、事業成果の活用について
も積極的に行うことができた。

改善の
方向性

本事業は令和３年度で終了となるが、受講者の就職・就業状況や満足度等を把握し、優良事例を社会人の学びのポータルサイト「マナパス」等
を活用して周知する。また、事業で得ることができた課題や解決方法、成果等を「大学等におけるリカレント講座の持続可能な運営モデル事
業」で策定するガイドラインにも反映し普及させる。



2021 文科 20令和3年度

令和2年度

0031

平成30年度

令和元年度

平成28年度

平成29年度

平成26年度

平成27年度

平成25年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度

平成24年度



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

文部科学省

820.8百万円

委託【随意契約（企画競争）】

A．大学等（26機関）
395.4百万円

〇リカレント教育プログラムの開発・実施

〇就職支援

C．株式会社野村総合研究所
46.2百万円

委託【一般競争契約（総合評価）】

〇各大学等における実施状況等の調査分析

再委託【随意契約（その他）】

D．株式会社等（27機関）
134.9百万円

〇プログラムの開発・実施の一部を協働機関（大学、高等専門

学校）と連携して行う場合における協働機関に委託する必要が

あるもの

〇システム開発・プログラム開発や調査分析など、事業実施に

必要な業務の一部について、受託者にノウハウ等がなく企画・

設計から開発・実施までを第三者に委託する必要があるもの

委託【随意契約（企画競争）】

B．大学等（14機関）
379.1百万円

〇リカレント教育プログラムの開発・実施

〇就職支援

文部科学省

委託【随意契約（企画競争）】

A．学校法人佐野学園
79.4百万円

〇リカレント教育プログラムの開発・実施

〇就職支援

再委託【随意契約（その他）】

D．株式会社ブリティッ
シュ・ヒルズ
5.4百万円

〇株式会社ブリティッシュ・ヒルズのビジネスにおける

専門知識を有した講師／神田外語グループ教員から、

ビジネステーマに特化した研修を受ける。

再委託【随意契約（その他）】

D．株式会社スパイスアッ
プ・ジャパン
14.2百万円

〇株式会社スパイスアップ・ジャパンの「変革マインドセッ

ト」研修、地域課題解決型インターンシップ、“オンライン”

海外フィールド型修羅場研修を業務委託。研修プログラム

を通して、変化のスピードが速く、将来の予測がしづらい今、

すべてのビジネスパーソンにとって、スキルや知識、専門

性に加えて求められる力を醸成する。

再委託【随意契約（その他）】

D．株式会社神田外語文庫
10.7百万円

〇オンデマンド、オンライン両方の強みを活用した児童英語講

師養成プログラム。幼稚園教諭・保育士資格、小学校教諭免

許を既に持っており、もう一度教育現場で活躍していきたいと

思っている方、英会話スクール、学童保育などの現場でJ‐

SHINE、ITスキルを活用し、活躍していきたいと思っている方な

どを募集対象とし、動画授業、オンライン会議システムZOOM

を活用した双方向対話型の授業などの業務を委託する。

全体

代表例



計 46.2 計 21.5

会議費 飲食費用　等 0

消耗品費 資料印刷用インク　等 0

借損料 会場費　等 0.3

雑役務費 募集用WEB広告　等 0.8

自己調達額 自己調達額 ▲2.6 諸謝金 研修協力謝金　等 0.9

消費税相当額 消費税相当額 3.9 一般管理費 一般管理費 1

雑役務費 特集ページ作成業務　等 6.2 旅費 自治体交渉移動費 1.7

人件費 本事業従事者に対する人件費 38.7 人件費 職員賃金 16.8

C.株式会社野村総合研究所 D.認定特定非営利活動法Teach For Japan

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 79.4 計 49.8

会議費・通信
運搬費

事業実施委員会全体会議　等
ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末運送料　等 0.3

消耗品費 模造紙、付箋、マジック　等 0.6

消費税相当額 消費税相当額 0.7

旅費 講師旅費　等 2.3

借損料 会場借料　等 3.1

雑役務費 印刷・製本 0.1 一般管理費 一般管理費 4.5

一般管理費 一般管理費 4 人件費 事務補佐員 等 7.1

Ｅラーニング用教材コンテンツ制作費　等 7.3

諸謝金 講演講師謝金　等 34.9 設備備品費 タブレット端末（貸出用）　等 10.5

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

再委託費 再委託費 35.5 諸謝金 講師謝金　等 13.4

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.学校法人佐野学園 B.学校法人鎮西学院

費　目 使　途

人件費 事務員人件費　等 4.9 雑役務費



支出先上位１０者リスト

A.

41 100％ -10
国立大学法人琉球
大学

6360005001332
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

13
随意契約

（企画競争）

-

9
国立大学法人福井
大学

4210005005077
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

17.4
随意契約

（企画競争）
41 100％ -

100％ -

8
国立大学法人信州
大学

3100005006723
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

23.2
随意契約

（企画競争）
41 100％

41 100％ -

7
学校法人日本福祉
大学

4180005011830
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

29.4
随意契約

（企画競争）
41

6
国立大学法人筑波
大学

5050005005266
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

33.6
随意契約

（企画競争）

-

5
公立大学法人北九
州市立大学

5290805003569
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

36
随意契約

（企画競争）
41 100％ -

100％ -

4 学校法人青山学院 3011005000353
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

42.3
随意契約

（企画競争）
41 100％

41 100％ -

3
学校法人先端教育
機構

3010405009995
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

42.5
随意契約

（企画競争）
41

2
国立大学法人東京
学芸大学

8012405001283
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

46.3
随意契約

（企画競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 学校法人佐野学園 3010005002327
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

79.4
随意契約

（企画競争）
41 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率



B

C

93.9％ -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社野村総合
研究所

4010001054032
各大学等における実施状
況等の調査分析

46.2
一般競争契約
（総合評価）

5

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10
京都府公立大学法
人

9130005006665
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

9.7
随意契約

（企画競争）
41 100％ -

100％ -

9 学校法人栗本学園 1180005007369
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

11.4
随意契約

（企画競争）
41 100％

41 100％ -

8
学校法人京都精華
大学

8130005004224
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

13.7
随意契約

（企画競争）
41

7
国立大学法人鹿児
島大学

6340005001879
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

14.3
随意契約

（企画競争）

-

6
国立大学法人千葉
大学

2040005001905
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

23.3
随意契約

（企画競争）
41 100％ -

100％ -

5
学校法人京都女子
学園

9130005004297
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

32.8
随意契約

（企画競争）
41 100％

41 100％ -

4
国立大学法人山口
大学

9250005001134
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

35.5
随意契約

（企画競争）
41

3 学校法人睦学園 7140005002285
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

37.9
随意契約

（企画競争）

-

2 学校法人明浄学院 4120105006570
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

44.9
随意契約

（企画競争）
41 100％ -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 学校法人鎮西学院 6310005004430
〇リカレント教育プログラム
の開発・実施
〇就職支援

49.8
随意契約

（企画競争）
41 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）



D

- -

- - -

6
株式会社神田外語
文庫

8010001097390

動画授業、オンライン会議
システムZOOMを活用した
双方向対話型の授業など
の業務を委託。

10.7
随意契約
（その他）

-

5
株式会社アイ・ラー
ニング

1010001081896

以下の科目の実施。
 最新ITトレンドとITビジネ
ス
 情報システムの基礎
 ネットワーク基礎とLAN構
築
 ネットワークセキュリティ
の基礎
 データベースの基礎
 アルゴリズムとプログラミ
ングの基礎
 ソフトウェアのテスト技法

11
随意契約
（その他）

-

4
株式会社スパイス
アップ・ジャパン

3010001140675

株式会社スパイスアップ・
ジャパンの「変革マインド
セット」研修、地域課題解決
型インターンシップ、“オン
ライン”海外フィールド型修
羅場研修を業務委託。研
修プログラムを通して、変
化のスピードが速く、将来
の予測がしづらい今、すべ
てのビジネスパーソンに
とって、スキルや知識、専
門性に加えて求められる力
を醸成する。

14.2
随意契約
（その他）

- - -

- -

3 株式会社宣伝会議 6010401015747

①カリキュラム開発
②教材開発
③ハイブリッド授業が実施
できる教室の準備・提供
④授業運営
⑤オンライン送受信
⑥課題、レポートの添削、
指導
⑦受講生からの個別の質
問、相談への対応
⑧評価

14.6
随意契約
（その他）

- -

- - -

2
株式会社IPイノベー
ションズ

9010001082342

１．IT能力開発に関する、
教育プログラム開発および
実施（227時間）２．IT能力
開発プログラム講師による
受講者のプログラム内容理
解のための支援（補講・
SNSを使った質問対応など
を含む）３．IT能力開発プロ
グラム継続のための動機
付け・行動促進のための支
援４．IT能力開発プログラ
ムの成果を測定するため
の、IT能力診断ツールの提
供、診断の実施、検証５．
全プログラム共通で利用可
能なオンラインシステム等
の教育環境整備と提供（教
育期間そのものが、現場の
業務推進のアプローチをシ
ミュレーションする構造であ
り疑似体験ができる環境）

15.9
随意契約
（その他）

-

1
認定特定非営利活
動法人Teach For
Japan

3012705001590

1)プログラム参加者募集に
関する業務。2)入職するに
あたってのプログラム開発
と実施。3)地方自治体との
連携による入職支援。4)連
携自治体を通して、労働
局・ハローワークと連携した
就職支援。5)入職後の定職
支援。

21.5
随意契約
（その他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- -

- 100％ -

10
株式会社エヌ・エフ・
ユー

2180001091597

○広報物のデザイン、印
刷、送付○VR教材の開発
○オンデマンドコンテンツの
開発○LMSなど情報環境
の管理サポート○タブレッ
ト、ポケットWi-Fi貸与の仲
介○求人の開拓等のキャ
リア支援

4.2
随意契約
（その他）

-

9 株式会社芝川商店 2290801021684

・連携企業（インターンシッ
プ受入等）との調整
・実践トレーニングにおける
指導講師との調整
・一部科目の担当講師
・受講者フォローアップ等指
導
・プログラム実施委員会へ
の参加
・科目整備支援
・広報支援
・プログラマ実施環境整備
支援
・その他、大学が指示する
委託事業に必要となる支援

4.8
随意契約
（その他）

-

8
株式会社さくらコミュ
ニティサービス

1430001033269

・教育プログラムにおける、
介護経営・ケアマネジメント
の領域に係る教育の講師
派遣、オンデマンドコンテン
ツ、テキストの作成等
・介護技能実習に係るVRコ
ンテンツの制作
・就職・転職活動の支援に
おける、キャリアコンサル
ティングや就業後のフォ
ロー等の受講者へのトータ
ルサポート業務
・本事業独自の就職説明会
や就職面接会の企画・運営

5
随意契約
（その他）

- - -

7
株式会社ブリティッ
シュ・ヒルズ

9010001077664

株式会社ブリティッシュ・ヒ
ルズのビジネスにおける専
門知識を有した講師／神
田外語グループ教員から、
ビジネステーマに特化した
研修を受ける。

5.4
随意契約
（その他）

- -


